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1. 18年 8月中間期の業績 （平成18年 3月 1日～平成18年 8月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 8月中間期       53,981     9.9      13,019    17.2      13,478    16.5
17年 8月中間期       49,105    26.0      11,107    11.2      11,567    12.7

18年 2月期       97,169－       22,865－       23,444－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 8月中間期        7,875     6.3          88.77
17年 8月中間期        7,405    18.5          81.63

18年 2月期       13,850－         152.99

(注 )1.期中平均株式数 18年 8月中間期     88,717,431株 17年 8月中間期     90,721,831株
18年 2月期     90,142,906株

2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 8月中間期      132,678       94,056     70.9      1,060.19
17年 8月中間期      126,250       86,155     68.2        949.70

18年 2月期      128,181       88,202     68.8        993.52

(注 )1.期末発行済株式数 18年 8月中間期     88,716,730株 17年 8月中間期     90,718,863株
18年 2月期     88,717,890株

2.期末自己株式数 18年 8月中間期      6,448,165株 17年 8月中間期      4,446,032株
18年 2月期      6,447,005株

2. 19年 2月期の業績予想 （平成18年 3月 1日～平成19年 2月28日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期      103,000      26,000      15,000

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         169円 08銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 2月期 － 32.00 32.00
19年 2月期(実 績 ) 21.00 －
19年 2月期(予 想 ) － 21.00 42.00

(注 )18年 8月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
な お 、 当 資 料 の う ち 、 将 来 の 見 通 し 及 び 計 画 に 基 づ く 予 測 に は 、 不 確 実 な 要 素 が 含 ま れ 、 変 動 す る 可
能 性 が あ り ま す 。 従 っ て 、 実 際 の 業 績 は 現 時 点 で の 当 社 の 判 断 に 対 し て 異 な る 可 能 性 も あ り ま す 。
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個別中間財務諸表等 

 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

1 現金及び預金  27,092 25,380 33,866 

2 受取手形  4,192 2,570 1,559 

3 売掛金  24,234 29,490 21,942 

4 有価証券  499 3,097 799 

5 たな卸資産  6,172 7,783 7,671 

6 繰延税金資産  839 1,392 1,392 

7 その他  8,218 5,991 3,581 

貸倒引当金  △151 △169 △123 

流動資産合計   71,097 56.3 75,537 56.9  70,690 55.1

Ⅱ 固定資産    

1 有形固定資産 ※１   

(1) 建物  8,727 8,292 8,446 

(2) 機械及び装置  3,850 5,186 4,346 

(3) 工具・器具 
及び備品 

 3,019 2,560 2,963 

(4) 土地  10,890 10,854 10,890 

(5) 建設仮勘定  1,995 3,543 3,330 

(6) その他  681 614 640 

有形固定資産合計   29,165 23.1 31,052 23.4  30,618 23.9

2 無形固定資産    

 (1) 営業権  7,489 ― 6,310 

(2) のれん  ― 5,521 ― 

(3) その他  212 215 221 

無形固定資産合計   7,702 6.1 5,736 4.3  6,531 5.1

3 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  9,663 14,243 12,986 

(2) 関係会社株式  3,454 2,936 3,274 

(3) 繰延税金資産  2,046 1,266 1,902 

(4) その他  4,592 4,372 4,533 

貸倒引当金  △721 △1,065 △1,188 

投資損失引当金  △750 △1,401 △1,167 

投資その他の 
資産合計 

  18,284 14.5 20,351 15.4  20,341 15.9

固定資産合計   55,152 43.7 57,140 43.1  57,491 44.9

資産合計   126,250 100.0 132,678 100.0  128,181 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

1 支払手形  1,135 657 780 

2 買掛金  6,581 7,971 7,549 

3 １年以内に返済 
予定の長期借入金 

 5,000 5,000 5,000 

4 未払金  7,233 9,055 9,297 

5 未払法人税等  4,890 5,027 6,680 

6 返品調整引当金  278 199 220 

7 賞与引当金  778 851 594 

8 債務保証損失引当金  236 159 159 

9 その他  3,253 3,519 1,344 

流動負債合計   29,388 23.3 32,442 24.5  31,627 24.7

Ⅱ 固定負債    

1 長期借入金  5,000 ― 2,500 

2 再評価に係る 
繰延税金負債 

 1,887 2,164 1,887 

3 退職給付引当金  2,763 2,888 2,877 

4 役員退職給与引当金  1,042 1,112 1,073 

5 その他  13 13 13 

固定負債合計   10,706 8.5 6,179 4.6  8,352 6.5

負債合計   40,094 31.8 38,622 29.1  39,979 31.2

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   8,473 6.7 ― ―  8,473 6.6

Ⅱ 資本剰余金    

1 資本準備金  2,118 ― 2,118 

2 その他資本剰余金  6,123 ― 6,123 

資本剰余金合計   8,241 6.5 ― ―  8,241 6.4

Ⅲ 利益剰余金    

1 任意積立金  62,000 ― 62,000 

2 中間(当期)未処分 
利益 

 10,004 ― 16,448 

利益剰余金合計   72,004 57.0 ― ―  78,448 61.2

Ⅳ 土地再評価差額金   2,780 2.2 ― ―  2,780 2.2

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,395 1.1 ― ―  2,719 2.1

Ⅵ 自己株式   △6,741 △5.3 ― ―  △12,462 △9.7

資本合計   86,155 68.2 ― ―  88,202 68.8

負債資本合計   126,250 100.0 ― ―  128,181 100.0

    
  



ファイル名:105期中間決算短信⑩.doc 更新日時:2006/10/09 13:57 印刷日時:06/10/09 14:31 

― 3 ― 

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   ― ― 8,473 6.4  ― ―

２ 資本剰余金    

(1) 資本準備金  ― 2,118 ― 

(2) その他資本剰余金  ― 6,123 ― 

資本剰余金合計   ― ― 8,241 6.2  ― ―

３ 利益剰余金    

(1) その他利益剰余金    

別途積立金  ― 72,000 ― 

繰越利益剰余金  ― 11,018 ― 

利益剰余金合計   ― ― 83,018 62.6  ― ―

４ 自己株式   ― ― △12,467 △9.4  ― ―

株主資本合計   ― ― 87,267 65.8  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― ― 3,600 2.7  ― ―

２ 土地再評価差額金   ― ― 3,188 2.4  ― ―

評価・換算差額等 
合計 

  ― ― 6,788 5.1  ― ―

純資産合計   ― ― 94,056 70.9  ― ―

負債・純資産合計   ― ― 132,678 100.0  ― ―
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   49,105 100.0 53,981 100.0  97,169 100.0

Ⅱ 売上原価   13,587 27.7 15,322 28.4  26,911 27.7

売上総利益   35,517 72.3 38,659 71.6  70,258 72.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   24,410 49.7 25,640 47.5  47,392 48.8

営業利益   11,107 22.6 13,019 24.1  22,865 23.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  730 1.5 492 0.9  1,373 1.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  270 0.5 33 0.1  795 0.8

経常利益   11,567 23.6 13,478 24.9  23,444 24.1

Ⅵ 特別利益 ※３  1,508 3.1 92 0.2  1,600 1.6

Ⅶ 特別損失 
※４

※５ 
 861 1.8 642 1.2  1,981 2.0

税引前中間(当期) 
純利益 

  12,213 24.9 12,928 23.9  23,062 23.7

法人税、住民税及び 
事業税 

※６ 4,807 5,052 10,520 

法人税等調整額  ― 4,807 9.8 ― 5,052 9.3 △1,307 9,212 9.5

中間(当期)純利益   7,405 15.1 7,875 14.6  13,850 14.2

前期繰越利益   2,598  2,598

中間(当期)未処分 
利益 

  10,004  16,448
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③ 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年２月28日残高（百万円） 8,473 2,118 6,123 8,241

中間会計期間中の変動額  

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― ―

平成18年８月31日残高（百万円） 8,473 2,118 6,123 8,241

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高（百万円） ― 62,000 16,448 78,448 △12,462 82,701

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 ― ― △2,838 △2,838 ― △2,838

 利益処分による役員賞与 ― ― △59 △59 ― △59

 中間純利益 ― ― 7,875 7,875 ― 7,875

 自己株式の取得 ― ― ― ― △4 △4

  別途積立金の積立 ― 10,000 △10,000 ― ― ―

 再評価差額金取崩額 ― ― △407 △407 ― △407

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― 10,000 △5,429 4,570 △4 4,565

平成18年８月31日残高（百万円） ― 72,000 11,018 83,018 △12,467 87,267

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年２月28日残高（百万円） 2,719 2,780 5,500 88,202

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 ― ― ― △2,838

 利益処分による役員賞与 ― ― ― △59

 中間純利益 ― ― ― 7,875

 自己株式の取得 ― ― ― △4

  別途積立金の積立 ― ― ― ―

 再評価差額金取崩額 ― ― ― △407

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

880 407 1,288 1,288

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

880 407 1,288 5,854

平成18年８月31日残高（百万円） 3,600 3,188 6,788 94,056
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
  ① 満期保有目的の債券 
償却原価法によっていま
す。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
  ① 満期保有目的の債券 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
  ① 満期保有目的の債券 

同左 

② 子会社株式及び関連会社株
式 
移動平均法による原価法に
よっています。  

② 子会社株式及び関連会社株
式 
同左 

② 子会社株式及び関連会社株
式 
同左 

  ③ その他有価証券 
  (イ) 時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等
に基づく時価法によって
います。 
評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原
価は移動平均法により算
定しています。 

  (ロ) 時価のないもの 
移動平均法による原価法
によっています。 

  ③ その他有価証券 
  (イ) 時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等
に基づく時価法によって
います。 
評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定しています。 

  (ロ) 時価のないもの 
同左 

  ③ その他有価証券 
  (イ) 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等
に基づく時価法によって
います。 
評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原
価は移動平均法により算
定しています。 

  (ロ) 時価のないもの 
同左 

(2) たな卸資産 
商品、製品、原材料、仕掛
品、貯蔵品ともに先入先出法
による原価法により評価して
います。 

(2) たな卸資産 
たな卸資産は次の方法によ
り評価しています。 
商品、製品 
総平均法による原価法によ
っています。 
原材料、仕掛品、貯蔵品 
先入先出法による原価法に
よっています。 
（会計方針の変更） 
従来、たな卸資産の評価
については、先入先出法に
よる原価法によっていまし
たが、当中間会計期間より
商品、製品については、総
平均法による原価法に変更
しています。この変更は、
全社的な業務の見直しに伴
う新会計システムの導入を
契機に、受払計算の迅速化
と期間損益の早期把握を目
的として行ったものです。
なお、この変更による影響
額は軽微です。 

(2) たな卸資産 
商品、製品、原材料、仕掛
品、貯蔵品ともに先入先出法
による原価法により評価して
います。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
   定率法によっています。 
   なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっ
ています。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

(2) 無形固定資産及び長期前払費
用 
定額法によっています。 
耐用年数については、法人税
法に規定する方法と同一の基
準によっています。なお、営
業権については、５年で均等
償却しています。 
また、無形固定資産のうち、
自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法
によっています。 

(2) 無形固定資産及び長期前払
費用 
定額法によっています。 
耐用年数については、法人
税法に規定する方法と同一
の基準によっています。な
お、のれんについては、５
年で均等償却しています。 
平成18年４月26日改正の中
間財務諸表等規則を早期適
用し、「営業権」を「のれ
ん」として記載していま
す。 
また、無形固定資産のうち
自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利
用可能期間(５年)に基づく
定額法によっています。 

(2) 無形固定資産及び長期前払費
用 
定額法によっています。 
耐用年数については、法人税
法に規定する方法と同一の基
準によっています。なお、営
業権については、５年で均等
償却しています。 
また、無形固定資産のうち、
自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法
によっています。 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備
えるため、回収不能見込額を
計上しています。 

  ａ) 一般債権 
貸倒実績率によっていま
す。 

  ｂ) 貸倒懸念債権及び破産更生
債権等 
財務内容評価法によってい
ます。 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備
えるため、回収不能見込額を
計上しています。 

  ａ) 一般債権 
同左 
 

  ｂ) 貸倒懸念債権及び破産更生
債権等 
同左 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備
えるため、回収不能見込額を
計上しています。 

  ａ) 一般債権 
同左 
 

  ｂ) 貸倒懸念債権及び破産更生
債権等 
同左 

(2) 投資損失引当金 
子会社等への投資に係る損失
に備えるため、当該会社の財
務状態及び回収可能性を勘案
して必要額を繰入計上してい
ます。 

(2) 投資損失引当金 
同左 

(2) 投資損失引当金 
同左 

(3) 返品調整引当金 
中間期末日後の返品による損
失に備えるため、法人税法の
規定に基づいて限度相当額を
計上しています。 

(3) 返品調整引当金 
同左 

(3) 返品調整引当金 
期末日後の返品による損失に
備えるため、法人税法の規定
に基づいて限度相当額を計上
しています。 

(4) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見
込額に基づき計上していま
す。 

(4) 賞与引当金 
同左 

(4) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、将来の
支給見込額のうち当期の負担
額を計上しています。 

(5) 債務保証損失引当金 
債務保証による損失に備える
ため、被保証先の財務内容等
を勘案して、所要額を見積り
計上しています。 

(5) 債務保証損失引当金 
同左 

 

(5) 債務保証損失引当金 
同左 
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前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において

発生していると認められる額

を計上しています。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しています。ま

た、過去勤務債務について

は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（２年）による按

分額を費用処理しています。 

(追加情報) 

当社は、厚生年金基金の代行

部分について、平成17年７月

１日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受けていま

す。当中間会計期間における

損益に与えている影響額は、

特別利益として1,478百万円

計上されています。 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において

発生していると認められる額

を計上しています。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しています。ま

た、過去勤務債務について

は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（２年）による按

分額を費用処理しています。

 

(6)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しています。ま

た、過去勤務債務について

は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（２年）による按

分額を費用処理しています。 

(追加情報) 
当社は、厚生年金基金の代行
部分について、平成17年７月
１日に厚生労働大臣から過去
分返上の認可を受けていま
す。当事業年度における損益
に与えている影響額は、特別
利益として1,478百万円計上さ
れています。 

(7) 役員退職給与引当金 
役員の退職金支給に充てるた
め、内規に基づく中間期末支
給見積額を計上しています。 

(7) 役員退職給与引当金 
同左 

(7) 役員退職給与引当金 
役員の退職金支給に充てるた
め、内規に基づく期末支給見
積額の100%を計上していま
す。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決
算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日
の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処
理しております。 

５ リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ています。 

５ リース取引の処理方法 
同左 

５ リース取引の処理方法 
同左 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

６ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処
理は税抜方式を採用していま
す。 
また、当中間会計期間末におけ
る「仮払消費税等」及び「預り
消費税等」は、両建てのままそ
れぞれ流動資産の「その他」、
流動負債の「その他」に含めて
表示しています。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処
理は税抜方式を採用していま
す。 
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会計方針の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――― （固定資産の減損に係る会計基準） ―――― 
 当中間会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年８
月９日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15
年10月31日 企業会計基準適用
指針第６号）を適用していま
す。この結果、税引前中間純利
益が92百万円減少しています。 
なお、減損損失累計額につい
ては、改正後の中間財務諸表等
規則に基づき各資産の金額から
直接控除しています。 

 

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 

―――― 

 当中間会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準委
員会 平成17年12月９日 企業
会計基準第５号）及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しています。 
これによる損益に与える影響
はありません。 
なお、従来の「資本の部」の
合計に相当する金額は94,056百
万円です。 
中間財務諸表等規則の改正に
より、当中間会計期間における
中間財務諸表は、改正後の中間
財務諸表等規則により作成して
います。 
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追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 法人事業税における外形標準課
税部分の中間損益計算書上の表
示方法 
  「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成15年法律第９号）
が平成15年３月31日に公布さ
れ、平成16年４月１日以後に開
始する事業年度より外形標準課
税制度が導入されたことに伴
い、当中間会計期間から「法人
事業税における外形標準課税部
分の損益計算書上の表示につい
ての実務上の取扱い」（平成16
年２月13日 企業会計基準委員
会 実務対応報告12号）に従い
法人事業税の付加価値割及び資
本割については、販売費及び一
般管理費に計上しています。 
  この結果、販売費及び一般管理
費が100百万円増加し、営業利
益、経常利益及び税金等調整前
中間純利益が、100百万円減少し
ています。 
２ 当社は、海外及び国内での新薬
開発のスピードアップのため
に、当中間会計期間において、
開発業務受託機関（CRO）と治験
施設支援機関（SMO）への委託研
究が増加し、新たに1,116百万円
の委託研究費が発生しました。
当該委託研究費の支払いに関し
ては、委託内容の進捗度に応じ
た実費見合いの支払いというこ
とが、契約上明確にされている
ことから、「研究開発費等に係
る会計基準」に基づき、当中間
会計期間に費用として発生して
いるものと認められるため、当
中間会計期間の研究開発費（販
売費及び一般管理費）として計
上しています。また、委託研究
費の未完了残高427百万円につい
ても、契約内容を検討した結
果、併せて当中間会計期間の研
究開発費に計上しています。 

―――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――― 

１ 法人事業税における外形標準課
税部分の損益計算書上の表示方
法 
  「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成15年法律第９号）
が平成15年３月31日に公布さ
れ、平成16年４月１日以後に開
始する事業年度より外形標準課
税制度が導入されたことに伴
い、当期から「法人事業税にお
ける外形標準課税部分の損益計
算書上の表示についての実務上
の取扱い」（平成16年２月13日
企業会計基準委員会 実務対応
報告12号）に従い法人事業税の
付加価値割及び資本割について
は、販売費及び一般管理費に計
上しています。 
  この結果、販売費及び一般管理
費が198百万円増加し、営業利
益、経常利益及び税引前当期純
利益が、198百万円減少していま
す。 
２ 当社は、海外及び国内での新薬
開発のスピードアップのため
に、当期において、開発業務受
託機関（CRO）と治験施設支援機
関（SMO）への委託研究が増加
し、新たに1,699百万円の委託研
究費が発生しました。当該委託
研究費の支払いに関しては、委
託内容の進捗度に応じた実費見
合いの支払いということが、契
約上明確にされていることか
ら、「研究開発費等に係る会計
基準」に基づき、当期に費用と
して発生しているものと認めら
れるため、当期の研究開発費
（販売費及び一般管理費）とし
て計上しています。また、委託
研究費の未完了残高490百万円に
ついても、契約内容を検討した
結果、併せて当期の研究開発費
に計上しています。 

―――― 当社は、平成18年８月22日の取
締役会において、連結子会社で
ある久光メディカル株式会社を
吸収合併することを決議しまし
た。 
１．合併の目的 
当社グループの経営資源の
集中と効率化を図るため。 
２．合併の要旨 
(1）予定日 
平成19年４月１日 
(2）合併方式 
当社を存続会社とする吸
収合併方式 
(3）会計処理の概要 
企業結合会計上、共通支
配下の取引に該当します
が、損益への影響はあり
ません。 

―――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
(平成18年２月28日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

33,379百万円 34,555百万円 34,037百万円

 ２ 偶発債務 下記会社の借入金に対し、

債務保証を行っています。

下記会社の借入金に対し、

債務保証を行っています。

下記会社の借入金に対し、

債務保証を行っています。

  ㈱シーア
ールシー
シーメデ
ィア 

483百万円

佐賀シテ 
ィビジョ 
ン㈱ 

464百万円

久光ベト 
ナム製薬 
有限会社 

27百万円
(外貨建0 
 百万米ドル)

九動㈱ 3百万円

ヒサミツ 
ファルマ 
セウティ
カ ド  
ブラジル 
リミター
ダ 

6百万円
(外貨建0 
 百万米ドル)

計 986百万円
 

㈱CRCC
メディア

595百万円

佐賀シテ
ィビジョ
ン㈱ 

501百万円

計 1,097百万円
 

㈱CRCC 
メディア 

529百万円

佐賀シテ 
ィビジョ 
ン㈱ 

458百万円

九動㈱ 1百万円

計 989百万円
 

  なお、㈱シーアールシーシ

ーメディアの金額は債務保

証損失引当金の額を控除し

ています。 

なお、㈱CRCCメディアの

金額は債務保証損失引当金

の額を控除しています。 

なお、㈱CRCCメディアの

金額は債務保証損失引当金

の額を控除しています。 

     
 
 

 

(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業外収益の 
主要項目 

受取利息 17百万円
受取配当金 146百万円
為替差益 59百万円
技術供与料 12百万円
不動産賃貸料 54百万円
開発実施 
許諾料収入 

200百万円
 

受取利息 17百万円
受取配当金 99百万円
為替差益 22百万円
技術供与料 12百万円
不動産賃貸料 53百万円
営業補償金 122百万円
 

受取利息 33百万円
受取配当金 176百万円
為替差益 141百万円
技術供与料 18百万円
不動産賃貸料 108百万円
開発実施 
許諾料収入 

200百万円

営業補償金 144百万円
 

※２ 営業外費用の 
主要項目 

支払利息 12百万円
手形売却損 18百万円
契約解除金 71百万円
 

支払利息 11百万円
売上債権 
売却損 

18百万円
 

支払利息 27百万円
貸倒引当金繰
入額 

645百万円
 

※３ 特別利益の 
主要項目 

貸倒引当金戻
入益 

6百万円

厚生年金基金
代行返上益 

1,478百万円

債務保証損失 
引当金戻入益 

23百万円
 

貸倒引当金戻
入益 

85百万円

投資有価証券
売却益 

6百万円
 

貸倒引当金戻
入益 

21百万円

厚生年金基金
代行返上益 

1,478百万円

債務保証損失 
引当金戻入益 

100百万円
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項目 
前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※４ 特別損失の 
主要項目 

固定資産処分損 
 (除却損)  
 建物 10百万円
機械及び 
装置 

10百万円

 工具・ 
 器具 
 及び備品 

3百万円

 その他 0百万円

 計 24百万円
 (売却損)  
 工具・ 
 器具 
 及び備品 

123百万円

退職加算金 350百万円

関係会社 
株式評価損 

87百万円

投資損失引
当金繰入額 

274百万円
 

固定資産処分損 
 (除却損)  
 建物 9百万円
機械及び
装置 

21百万円

 工具・ 
 器具 
 及び備品

4百万円

 その他 0百万円

 計 35百万円
退職加算金 280百万円
投資損失引
当金繰入額

234百万円

減損損失 92百万円
 
 
 

固定資産処分損 
 (除却損)  
 建物 17百万円
 構築物 0百万円
 機械及び 
 装置 

27百万円

 工具・ 
 器具 
 及び備品 

149百万円

 車輌及び 
 運搬具 

0百万円

  その他 167百万円
 計 362百万円
退職加算金 656百万円
関係会社株
式評価損 

267百万円

投資損失引
当金繰入額 

692百万円
 

※５ 減損損失 ―――― 当中間会計期間において
当社は以下の資産に対して
減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 
金額

(百万円)

遊休

資産
土地
栃木県

宇都宮市
53

遊休

資産
土地
埼玉県

八潮市
28

遊休

資産
建物
福岡県

朝倉市
9

計 92

当社は、事業用資産、賃
貸資産、遊休資産の区分に
て資産のグルーピングを行
っています。 
上記の遊休資産は今後の
利用計画も無く、時価も著
しく下落しているため、減
損損失を認識しました。 
なお、回収可能価額は主
に路線価を合理的に調整し
た価額に基づく正味売却価
額により評価しています。

―――― 

※６ 法人税、住民税 
及び事業税 

 当中間会計期間における
税金費用については、簡便
法による税効果会計を適用
しているため、法人税等調
整額は「法人税、住民税及
び事業税」に含めて表示し
ています。 

同左 ―――― 

 ７ 減価償却実施額 有形固定 
資産 

1,151百万円

無形固定 
資産 

901百万円

計 2,052百万円
 

有形固定 
資産 

1,193百万円

無形固定 
資産 

839百万円

計 2,032百万円
 

有形固定 
資産 

2,406百万円

無形固定 
資産 

1,767百万円

計 4,174百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 6,447 1 ― 6,448

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は次の通りです。 

単元未満株式の買取りによる増加  1千株 

 

 

 

 

 

 

 



ファイル名:105期中間決算短信⑩.doc 更新日時:2006/10/09 13:57 印刷日時:06/10/09 14:31 

― 14 ― 

(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高

相当額

百万円 百万円 百万円機械及び 

装置 166 81 85

工具・器 

具及び 

備品 

346 250 95

無形固定 

資産（ソ 

フトウェ 

ア） 

22 11 11

計 535 343 191

(注) 取得価額相当額は、

未経過リース料中間

期末残高が有形固定

資産の中間期末残高

等に占める割合が低

いため、支払利子込

み法により算定して

います。 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高

相当額

百万円 百万円 百万円機械及び

装置 166 113 52

工具・器

具及び

備品 

194 118 75

無形固定

資産（ソ

フトウェ

ア） 

18 12 6

計 379 244 134

(注)   同左 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

期末残高

相当額

百万円 百万円 百万円機械及び 

装置 178 107 71

工具・器 

具及び 

備品 

200 126 73

ソフトウ

ェア 
22 14 8

計 401 248 153

(注) 取得価額相当額は、

未経過リース料期末

残高が有形固定資産

の期末残高等に占め

る割合が低いため、

支払利子込み法によ

り算定しています。

 ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 87百万円

１年超 104百万円

合計 191百万円

(注) 未経過リース料中間

期末残高相当額は、

未経過リース料中間

期末残高が有形固定

資産の中間期末残高

等に占める割合が低

いため、支払利子込

み法により算定して

います。 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 78百万円

１年超 56百万円

合計 134百万円

(注)   同左 

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 74百万円

１年超 79百万円

合計 153百万円

(注) 未経過リース料期末

残高相当額は、未経

過リース料期末残高

が有形固定資産の期

末残高等に占める割

合が低いため、支払

利子込み法により算

定しています。 

 ３ 当中間会計期間に係る

支払リース料及び減価

償却費相当額 

(1) 支払リース料 

 67百万円

(2) 減価償却費相当額 

 67百万円
 

３ 当中間会計期間に係る

支払リース料及び減価

償却費相当額 

(1) 支払リース料 

 42百万円

(2) 減価償却費相当額 

 42百万円
 

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

 

(1) 支払リース料 

 126百万円

(2) 減価償却費相当額 

 126百万円
 

 ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

ます。 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年８月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 274 526 252

 

当中間会計期間末(平成18年８月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 274 820 545

 

前事業年度(平成18年２月28日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 274 678 404
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 949.70円 1,060.19円 993.52円

１株当たり中間(当期)純利益 81.63円 88.77円 152.99円

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記
載していません。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記
載していません。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記
載していません。 

 
（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 
 

 
前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間(当期)純利益（百万円） 7,405 7,875 13,850

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

― ― 59

(うち利益処分による役員賞
与金(百万円)) 

― ― (59)

普通株式に係る中間(当期)純
利益（百万円） 

7,405 7,875 13,791

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

90,721 88,717 90,142

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

自己株式の取得 
当社は、平成17年11月４日開催の
取締役会において、商法第211条ノ
３第１項第２号の規定に基づき、
１株あたりの株主価値の向上及び
機動的な資本政策を実行するた
め、次のとおり自己株式を取得す
ることを決議しました。 
(1) 取得する株式の種類 
当社普通株式 
(2) 取得する株式の総数 
2,000,000株（上限） 
(3) 株式の取得価額の総額 
6,000百万円（上限） 
(4) 自己株式取得の日程 
平成17年11月５日から 
平成18年３月31日まで 

―――― 
 

 

  当社は、平成18年４月26日に締結
した株式譲渡契約に基づき、子会
社である株式会社ジェノファンク
ションの全所有株式を譲渡いたし
ました。 
(1)譲渡株式数 24,000株 
譲渡価額  345百万円 
譲渡契約日 平成18年４月26日 
   株式譲渡日 平成18年５月１日 
(2)譲渡前持分比率 100％ 
   譲渡後持分比率   0％ 
(3)譲渡先の名称 
株式会社ＲＮＡｉ 
(4)譲渡の理由 
   株式会社ジェノファンクション
では創薬標的遺伝子探索・機能
解析、ウイルスベクターの受託
ビジネスを行ってまいりました
が、経営資源の選択と集中を図
る中で、今回の譲渡にいたりま
した。 
(5)平成19年２月期の業績に与える
影響は軽微です。 

 
 
 


